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別紙７ 京都市市営住宅条例（第２章 整備の基準）適合チェックリスト 
 

項目 整備基準 説明資料（参考） 確認 備考 

敷

地 

敷

地

の

安

全

等 

第２条の１１

第１項 

軟弱地盤や崖崩れ等のおそれがある場合に、地

盤改良、擁壁の設置その他の安全上必要な措置

を講じている。 

建築確認済証(写) 

開発許可通知書（写） 
□ 

 

第２条の１１

第２項 

雨水を有効に排出又は処理するために必要な施

設を設けている。 
雨水処理に関する説明書 □ 

 

汚水を有効に排出又は処理するために必要な施

設を設けている。 

建築確認済証(写) 

汚水処理に関する説明書 
□ 

 

市

営

住

宅 

配

置 
第２条の１２ 

日照、通風等、良好な居住環境の確保を考慮し

た配置になっている。 

建築確認済証(写) 

消防法に基づく同意(写) 

住棟・その他の施設計画

に関する説明書 

□ 
 

周辺地域の良好な居住環境の確保を考慮した配

置になっている。 
□ 

 

災害の防止を考慮した配置になっている。 □ 
 

騒音その他の居住環境の阻害の防止を考慮した

配置になっている。 
□ 

 

住

宅 

第２条の１３

第１項 

防火、避難のために必要な措置を講じている。 
建築確認済証(写) 

消防法に基づく同意(写) 
□ 

 

防犯のために必要な措置を講じている。 防犯対策に関する説明書 □ 
 

第２条の１３

第２項 

住宅に係るエネルギーの使用の合理化を図るた

めに必要な措置※を講じている。 

 

※建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する

法律第３５条第１項第一号の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能誘導基準 

BELS評価書(写) □ 

 

第２条の１３

第３項 

住宅の床及び外壁の開口部には、遮音上有効な

措置※を講じている。 

 

※評価方法基準第５の８の８-１（３）イの等級

２の基準又は評価方法基準第５の８の８-１

（３）ロ①ｃの基準（ＲＣ造又はＳＲＣ造の

住宅以外の住宅にあっては、評価方法基準第

５の８の８-１（３）ロ①ｄの基準）及び評価

方法基準第５の８の８-４（３）の等級２の基

準 

設計住宅性能評価書(写) 

□ 

 

第２条の１３

第４項 

構造耐力上主要な部分及びこれと一体的に整備

される部分には、劣化の軽減を図るために必要

な措置※を講じている。 

 

※評価方法基準第５の３の３-１（３）の等級３

の基準 

□ 

 

第２条の１３

第５項 

給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構

造耐力上主要な部分に影響を及ぼすことなく点

検及び補修を行うために必要な措置※を講じてい

る。 

 

※評価方法基準第５の４の４-１（３）及び４-

２（３）の等級２の基準 

□ 
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項目 整備基準 説明資料（参考） 確認 備考 

 
住

戸 

第２条の１４

第１項 

一戸の専用床面積の合計が25㎡以上となってい

る。 
住戸の設計仕様に関する

説明書 

□ 
 

第２条の１４

第２項 

台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテレ

ビジョン受信の設備及び電話配線を設けてい

る。 

□ 

 

第２条の１４

第３項 

居室内における化学物質の発散による衛生上の

支障を防止するために必要な措置※を講じてい

る。 

 

※居室の内装の仕上げに特定建材を使用する場

合にあっては、評価方法基準第５の６の６-１

（３）ロの等級３の基準 

設計住宅性能評価書(写) □ 

 

市

営

住

宅 

住

戸

内

の

各

部 

第２条の１５ 

住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確

保を図るために必要な措置その他の入居者が日

常生活を支障なく営むために必要な措置※を講じ

ている。 

 

※評価方法基準第５の９の９-１（３）の等級３の

基準 設計住宅性能評価書(写) 

□ 

 

共

用

部

分 

第２条の１６ 

通行の用に供する共用部分には、入居者の移動の

利便性及び安全性の確保を図るために必要な措

置※を講じている。 

 

※評価方法基準第５の９の９-２（３）の等級３の

基準 

□ 

 

付

帯

施

設 

第２条の１７ 
住戸数その他の状況に応じて、必要な自転車置

場、物置、ごみ置場その他の施設を設けている。 

住棟・その他の施設計画

に関する説明書 
□ 

 

付

属

施

設 

集

会

所 

第２条の１９ 

住戸数、敷地の規模及び形状、住棟の配置等に応

じて、入居者等の利便を確保した位置及び規模と

なっている。 

住棟・その他の施設計画

に関する説明書 

建築確認済証(写) 

□ 

(整備面積㎡) 

広

場

及

び

緑

地 

第２条の２０ 
良好な居住環境の維持増進に資するように考慮

した位置及び規模となっている。 
□ 

 

通

路 

第２条の２１

第１項 

敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の

状況に応じて、日常生活の利便、通行の安全、災

害の防止、環境の保全に支障がないような規模及

び構造とし、かつ、合理的に配置している。 

□ 

 

第２条の２１

第２項 

通路における階段は、入居者等の通行の安全に配

慮し、必要な補助手すり又は傾斜路を設けてい

る。 

□ 
 

費用の

縮減 
第２条の５ 

建設及び維持管理に関する費用の縮減に配慮し

ている。 
費用縮減に関する説明書 □ 

 

※ 評価方法基準とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11 年法律第81 号）第３条第１項に規定する評価

方法基準（令和６年７月５日 国土交通省告示第1000号）をいう。 

 


